
平成28年4月13日　現在

登録番号 機関名称
長期長期長期長期

（新築）（新築）（新築）（新築）
長期長期長期長期

（増改築）（増改築）（増改築）（増改築）
備考

国土交通大臣1 一般財団法人　ベターリビング ○ ○

国土交通大臣2 一般財団法人　日本建築センター ○ ○

国土交通大臣4 ハウスプラス住宅保証　株式会社 ○ △ 平成28年5月開始予定

国土交通大臣5 日本ＥＲＩ　株式会社 ○ ○

国土交通大臣6 株式会社　住宅性能評価センター ○ ○

国土交通大臣7 株式会社　日本住宅保証検査機構 ○ ○

国土交通大臣8 株式会社　東日本住宅評価センター ○ ○

国土交通大臣10 株式会社　西日本住宅評価センター ○ ○

国土交通大臣11 一般財団法人　日本建築総合試験所 ○ ×

国土交通大臣13 株式会社　都市居住評価センター ○ ○

国土交通大臣15 関西住宅品質保証　株式会社 ○ ×

国土交通大臣17 富士建築センター　株式会社 ○ ○

国土交通大臣18 株式会社　ハウスジーメン ○ ○

国土交通大臣21 ビューローベリタスジャパン　株式会社 ○ ○

国土交通大臣23 一般財団法人　住宅金融普及協会 ○ ×

国土交通大臣24 株式会社　ビルディングナビゲーション確認評価機構 ○ ×

国土交通大臣25 株式会社　国際確認検査センター ○ ×

国土交通大臣26 株式会社　ジェイ・イー・サポート　 ○ △ 平成28年5月開始予定

国土交通大臣31 株式会社　東京建築検査機構 ○ ○

国土交通大臣32 株式会社　グッド・アイズ建築検査機構 ○ ×

国土交通大臣33 ＳＢＩアーキクオリティ　株式会社 ○ ○

国土交通大臣36 アウェイ建築評価ネット　株式会社 ○ ○

国土交通大臣37 株式会社　確認サービス ○ ×

国土交通大臣38 日本建築検査協会　株式会社 ○ ○

国土交通大臣40 SGSジャパン　株式会社 × ×

国土交通大臣41 株式会社　確認検査機構トラスト　 ○ △ 平成28年9月開始予定

国土交通大臣42 株式会社　ＥＲＩソリューション × ○

国土交通大臣44 株式会社　住宅あんしん保証 ○ ○

国土交通大臣45 株式会社　都市建築確認センター ○ ×

国土交通大臣47 にほんのいえ評価センター　株式会社 ○ △ 平成28年9月開始予定

国土交通大臣48 日本住宅品質検査センター　株式会社 ○ ○

北海道開発局長1 一般財団法人　北海道建築指導センター ○ △ 平成28年5月開始予定

北海道開発局長2 株式会社　札幌工業検査 ○ △ 平成28年5月開始予定

北海道開発局長3 ＩＮＤＩ　株式会社 ○ ○

東北地方整備局長1 株式会社　建築住宅センター ○ ×

東北地方整備局長2 一般財団法人　岩手県建築住宅センター ○ ×

東北地方整備局長3 一般財団法人　秋田県建築住宅センター ○ ×

東北地方整備局長4 一般財団法人　ふくしま建築住宅センター ○ ×

東北地方整備局長5 株式会社　仙台都市整備センター × ×

東北地方整備局長6 株式会社　東北建築センター ○ ○

東北地方整備局長8 株式会社　山形県建築サポートセンター ○ ×

東北地方整備局長9 一般財団法人　宮城県建築住宅センター ○ ×

関東地方整備局長1 一般財団法人　茨城県建築センター ○ ×

関東地方整備局長2 公益財団法人　とちぎ建設技術センター × ×

関東地方整備局長3 公益財団法人　群馬県建設技術センター ○ ×

関東地方整備局長5 一般財団法人　さいたま住宅検査センター ○ ○

関東地方整備局長6 株式会社　千葉県建築住宅センター ○ ×

関東地方整備局長8 公益財団法人　東京都防災・建築まちづくりセンター ○ ×

関東地方整備局長9 一般財団法人　神奈川県建築安全協会 ○ ○

関東地方整備局長10 一般財団法人　長野県建築住宅センター ○ ×

関東地方整備局長13 ユーディーアイ確認検査　株式会社 ○ ×

関東地方整備局長14 一般社団法人　日本住宅性能評価機構 ○ ○

関東地方整備局長15 株式会社　神奈川建築確認検査機関 ○ ○

関東地方整備局長17 株式会社　高良ＧＵＴ ○ ×

関東地方整備局長18 株式会社　Ｊ建築検査センター ○ △ 平成28年7月開始予定

関東地方整備局長21 株式会社　湘南建築センター ○ ○

関東地方整備局長22 日本確認センター　株式会社 ○ ○

関東地方整備局長23 株式会社　安心確認検査機構 ○ △ 平成28年4月開始予定

関東地方整備局長24 イーハウス建築センター　株式会社 ○ △ 平成28年6月開始予定

関東地方整備局長26 株式会社　ＥＭＩ確認検査機構 ○ ×

関東地方整備局長28 多摩確認検査　株式会社 × ×

関東地方整備局長29 株式会社　ガイア ○ ×

関東地方整備局長30 日本建物評価機構　株式会社 ○ ○

関東地方整備局長31 株式会社　ＴＳＫ建築確認安全センター ○ ○

関東地方整備局長32 株式会社　ＹＫＳ確認検査機構 ○ △ 平成28年5月開始予定

関東地方整備局長33 シー・アイ・ジャパン　株式会社 ○ ○

関東地方整備局長34 日本タリアセン　株式会社 ○ ×

長期優良住宅（新築および増築・改築）認定に係る技術的審査を行う機関



北陸地方整備局長2 一般財団法人　富山県建築住宅センター ○ ×

北陸地方整備局長3 一般財団法人　石川県建築住宅センター × ×

北陸地方整備局長4 株式会社　新潟建築確認検査機構 ○ ○

中部地方整備局長1 株式会社　ぎふ建築住宅センター ○ ×

中部地方整備局長2 一般財団法人　静岡県建築住宅まちづくりセンター ○ ○

中部地方整備局長4 一般財団法人　愛知県建築住宅センター ○ ×

中部地方整備局長5 公益財団法人　三重県建設技術センター ○ ×

中部地方整備局長8 株式会社　トータル建築確認評価センター ○ ×

中部地方整備局長10 株式会社　ＣＩ東海 ○ ×

中部地方整備局長11 株式会社　愛知建築センター ○ ×

中部地方整備局長12 株式会社　確認検査愛知 ○ ×

近畿地方整備局長1 一般財団法人　福井県建築住宅センター ○ ×

近畿地方整備局長2 一般財団法人　滋賀県建築住宅センター ○ ○

近畿地方整備局長3 株式会社　京都確認検査機構 ○ ×

近畿地方整備局長4 一般財団法人　大阪住宅センター ○ ○

近畿地方整備局長5 公益財団法人　兵庫県住宅建築総合センター ○ ×

近畿地方整備局長7 一般財団法人　なら建築住宅センター ○ ○

近畿地方整備局長8 一般財団法人　和歌山県建築住宅防災センター ○ ×

近畿地方整備局長9 株式会社　技研 ○ ×

近畿地方整備局長12 株式会社　確認検査機構アネックス ○ ×

近畿地方整備局長13 株式会社　日本確認検査センター ○ ○

近畿地方整備局長14 株式会社　兵庫確認検査機構 ○ △ 平成28年5月開始予定

近畿地方整備局長15 株式会社　ジェイネット ○ ○

近畿地方整備局長16 株式会社　近確機構 ○ △ 平成28年4月15日開始予定

近畿地方整備局長17 建築検査機構　株式会社 ○ ×

近畿地方整備局長19 株式会社　Ｉ－ＰＥＣ ○ ×

近畿地方整備局長21 アール・イー・ジャパン　株式会社 ○ △ 平成28年5月開始予定

近畿地方整備局長22 株式会社　オーネックス ○ ×

近畿地方整備局長23 株式会社　確認検査機構プラン２１ ○ ○

近畿地方整備局長24 株式会社　総合確認検査機構 ○ ×

近畿地方整備局長26 ハウスアンサー　株式会社 ○ △ 平成28年8月開始予定

近畿地方整備局長27 株式会社　阪確サポート ○ ×

中国地方整備局長1 一般財団法人　鳥取県建築住宅検査センター ○ ×

中国地方整備局長2 一般財団法人　島根県建築住宅センター ○ ×

中国地方整備局長3 岡山県建築住宅センター　株式会社 ○ ○

中国地方整備局長4 株式会社　広島建築住宅センター ○ ○

中国地方整備局長5 ハウスプラス中国住宅保証　株式会社 ○ ○

中国地方整備局長6 一般財団法人　山口県建築住宅センター ○ ○

中国地方整備局長7 有限会社　広島県東部建築確認センター ○ ×

四国地方整備局長1 株式会社　とくしま建築住宅センター ○ ×

四国地方整備局長2 株式会社　香川県建築住宅センター × ×

四国地方整備局長3 株式会社　愛媛建築住宅センター ○ ○

四国地方整備局長4 公益社団法人　高知県建設技術公社 ○ ×

九州地方整備局長1 一般財団法人　福岡県建築住宅センター ○ ×

九州地方整備局長2 九州住宅保証　株式会社 ○ ×

九州地方整備局長3 一般財団法人　長崎県住宅・建築総合センター ○ ×

九州地方整備局長5 一般財団法人　大分県建築住宅センター ○ ×

九州地方整備局長6 一般財団法人　宮崎県建築住宅センター ○ ×

九州地方整備局長7 公益財団法人　鹿児島県住宅・建築総合センター ○ ○

九州地方整備局長10 公益財団法人　佐賀県建設技術支援機構 ○ ×

九州地方整備局長12 一般財団法人　熊本建築審査センター ○ ×

沖縄総合事務局長1 一般財団法人　沖縄県建設技術センター ○ ×

沖縄総合事務局長2 沖縄建築確認検査センター　株式会社 ○ ×

凡例　○：審査を行う　×：審査を行わない　△：今後、審査を行う予定

※　業務区域等の詳細については、各評価機関に直接問い合わせていただくようお願い致します。


